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北広島市地域防災計画及び水防計画の修正の概要 

■ 北広島市地域防災計画 

１ 計画の目的 

 北広島市地域防災計画は、災害対策基本法(昭和 36 年法律第 223 号)第 42 条の規定に基づ

き、北広島市防災会議が作成する計画であり、北広島市の地域において、予防、応急及び復旧

等の災害対策を実施するにあたり、市及び防災関係機関が、その機能の全てをあげて市民の生

命、身体及び財産を災害等から保護するため、次の事項を定め、本市における防災の万全を期

することを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画修正の根拠 

 災害対策基本法第 42 条の規定に基づく。また、修正要領は、次のとおり地域防災計画（第 1

章 第 4 節 計画の修正要領）において定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市の区域を管轄し、若しくは、市の区域内に所在する指定地方行政機関、指定公共機

関、指定地方公共機関及び公共的団体、その他防災上重要な施設の管理者等が処理すべき

防災上の事務又は業務の大綱 

２ 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に必要な防災の組織に関すること 

３ 災害の未然防止と被害の軽減を図るための施設の新設及び改善等災害予防に関すること 

４ 災害が発生した場合の給水、防疫、食料供給等災害応急対策に関すること 

５ 災害復旧に関すること 

６ 防災訓練に関すること 

７ 防災思想の普及に関すること 

防災会議は、基本法第 42 条に定めるところにより防災計画に随時検討を加え、おおむね次

に掲げるような事項について必要があると認めるときは、修正の基本方針を定めこれを修正

する。 

１ 社会、経済の発展に伴い計画が社会生活の実態と著しく遊離したとき 

２ 防災関係機関が行う防災上の施策により計画の変更（削除）を必要とするとき 

３ 新たな計画を必要とするとき 

４ 防災基本計画の修正が行われたとき 

５ その他防災会議会長が必要と認めたとき 

 なお、防災計画を修正したときは、速やかに北海道知事に報告するとともに、その要旨を

公表する。 
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３ 計画修正の趣旨 

 近年における広島土砂災害、関東・東北豪雨災害、熊本地震、平成 28 年台風 10 号、胆振東

部地震等の大規模災害の教訓を受け、平成 28 年及び平成 30 年に災害対策基本法が改正され、

これを受け、国の防災基本計画が平成 28 年から数次にわたり改正されている。また、これら

の改正に伴い、北海道も平成 28・29・30 年度に地域防災計画及び水防計画の改正を実施して

いる。 

これらの上位計画の改正等を踏まえ、防災対策の強化等を図ることにより、市民の生命・身

体及び財産を守り、被害を最小限に抑える観点から、今回所要の修正を行う。 

 

４ 計画の構成 

 本計画は、「一般災害対策編」と「地震災害対策編」に分かれている。 

今回は、全ての項目において見直しを実施した。 

 

５ 計画修正の概要 

◇一般災害対策編 

 

 ◆第６節 市民及び事業者の基本的責務等（Ｐ７） 

  ① 「市民の責務」のうち、平常時の備えとして「３日分の食料等」とあるを、「最低３

日間、推奨１週間」とするとともに、備蓄すべき物品に「ポータブルストーブ」、「携

帯電話充電器」を追加（Ｐ７） 

  ② 市民の責務として、災害緊急事態の布告があったときに協力すべき事項を追加 

 

 

 

 

 

 

  ③ 災害に関する知識と防災対策に習熟し、その実践を促進するための市民運動が継続的

に展開されるよう、防災意識を高揚するための様々な取組に対する市民の参加を呼びか

け（Ｐ８） 

 

災害緊急事態の布告があったときの協力 

 国の経済や公共の福祉に重大な影響を及ぼすような異常で激甚な非常災害が発生し、基本

法第 105 条に基づく災害緊急事態の布告が発せられ、内閣総理大臣から社会的・経済的混乱

を抑制するため、生活必需品等国民生活との関連性が高い物資や燃料等国民経済上重要な物

資をみだりに購入しないこと等の協力を求められた場合は、市民はこれに応ずるよう努め

る。 

第１章 総 則 
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 ◆第１節 組織計画（Ｐ１４） 

  ① 災害対策本部の体制整備、機能の充実・強化に関する事項を追加（Ｐ１６） 

  ② 災害対策本部の設置条件、組織等及び所掌を明記（Ｐ１７） 

 

 ◆第２節 気象業務に関する計画（Ｐ２３） 

  ① 指定河川洪水予報の定義について明記（Ｐ２５） 

  ② 洪水予報の種類及び発表基準について、概要を修正（Ｐ２５） 

  ③ 記録的短時間大雨情報が発令された場合の、災害発生危険度分布の確認手段を追加 

（Ｐ２９） 

 

 

 

 

 

 

 

  ④ 竜巻注意情報についての確認手段を追加（Ｐ３０） 

 

 

 

 

 

 

第４ 市民運動の展開 

  災害に関する知識と各自の防災対策に習熟し、その実践を促進する市民運動が継続的に 

展開されるよう、災害予防責任者をはじめ、市民個人や家庭、事業者や団体等、多様な主

体の連携により、防災の日、防災週間、水防月間、土砂災害防止月間、山地災害防止キャ

ンペーン、防災とボランティアの日、防災とボランティア週間等のあらゆる機会を活用

し、防災意識を高揚するための様々な取組を行い、広く市民の参加を呼びかける。 

第３章 防災組織 

この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫といった災

害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高ま

っている場所については、警報の「危険度分布」で確認することができる。 

※ 大雨警報（土砂災害）の危険度分布（土砂災害警戒判定メッシュ情報）： 

  https://www.jma.go.jp/jp/doshamesh/index.html 

※ 大雨警報（浸水害）の危険度分布：https://www.jma.go.jp/jp/suigaimesh/inund.html 

※ 洪水警報の危険度分布：https://www.jma.go.jp/jp/suigaimesha/flood.html 

なお、実際に危険度が高まっている場所については竜巻発生確度ナウキャストで確認する

ことができる。また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、

その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている旨を発表す

る。 

※ 高解像度降水ナウキャスト（竜巻発生確度ナウキャスト）： 

       https://www.jma.go.jp/jp/highresorad/ 
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◆表題及び序言（Ｐ３２）  

表題を「予防計画」から「災害予防計画」に修正するとともに、平時からの道、市町村、

防災関係機関等の連携について追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆第１節 防災思想・知識の普及・啓発及び防災教育の推進に関する計画（Ｐ３３） 

 災害による人的被害を軽減する方策は、市民等の避難行動が基本となることから、市の実

施責任として市民等に対する啓発活動を行うことを追加 

 

◆第２節 防災訓練計画（Ｐ３６） 

 訓練実施機関として、地域に関係する多様な主体との連携を明記 

 

◆第３節 物資及び防災資機材等の整備・確保に関する計画（Ｐ３８） 

 要配慮者向けの物資等の確保努力について追加 

 

◆第４節 相互応援(受援)体制整備計画（Ｐ３９）  

  ① 物資輸送の円滑化のため、輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把

握することを追加 

  ② 応援・受援に関し、必要な準備を整えることを追加 

 

 

 

 

◆第５節 自主防災組織の育成等に関する計画（Ｐ４１） 

  ① 自主防災組織普及のための努力目標を追加（Ｐ４１） 

 

 

 

 

第４章 災害予防計画 

特に、災害時においては状況が刻々と変化していくことと、詳細な情報を伝達するいとま

がないことから、情報の発信側が意図していることが伝わらない事態が発生しやすくなる。

このようなことを未然に防ぐ観点から、関係機関は、防災対策の検討等を通じて、お互いに

平時から災害時の対応についてコミュニケーションをとっておくこと等により、「顔の見え

る関係」を構築し信頼感を醸成するよう努めるとともに、訓練・研修等を通じて、構築した

関係を持続的なものにするよう努める。 

また、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体や防災関係機関から

応援を受けることができるよう、応援・受援に関する連絡・要請の手順や応援機関の活動拠

点、資機材等の集積・輸送体制等について必要な準備を整えるよう努める。 

また、自主防災組織の普及のため、啓発資料の作成をはじめ、研修の実施等により地域防

災マスター等の自主防災組織のリーダー育成に努める。 

なお、自主防災組織の普及については、女性の参画に配慮するとともに、女性リーダーの

育成に努める。 
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  ② 避難情報の名称を変更 

  ③ 自主防災組織等を通じた避難所運営について追加（Ｐ４３） 

 

 

 

 

 

 

 

◆第６節 避難体制整備計画（Ｐ４４） 

  ① 「避難場所」を「指定緊急避難場所」に、「避難所」を「指定避難所」に、「避難準

備情報」を「避難準備・高齢者等避難開始」に、「避難指示」を「避難指示(緊急)」に

それぞれ変更 

  ② 避難誘導体制の構築として、市による適時的確な避難行動の周知等について追加 

（Ｐ４４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 指定避難所の運営 

指定避難所の運営に関し、被災者自らが行動し、助け合いながら指定避難所を運営するこ

とが求められていることから、自主防災組織等が主体となるなど、地域住民による自主的な

運営を進める。 

  こうした避難所運営体制を発災後速やかに確立し、円滑に運営するため、日頃から避難所

運営ゲーム等を活用するなど、役割・手順などの習熟に努める。 

２ 指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、日本工業規格に基づく災害種

別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所であるのかを明示するよう

努めるとともに、災害種別一般図記号を使った避難場所標識の見方に関する周知に努め

る。 

３ 避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避難場所への移動を原

則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行うことが

かえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自身が判断する場合は、近隣の安全な場

所への移動又は屋内安全確保等を行うべきことについて、日頃から住民等への周知徹底に

努める。 

４ 大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共団体との広域一時

滞在に係る応援協定や、被災者の運送に関する運送事業者等との協定を締結するなど、具

体的な手順を定めるよう努める。 

５ 学校等が保護者との間で、災害発生時における児童生徒等の保護者への引渡しに関する

ルールをあらかじめ定めるよう促す。 

６ 小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難のため、災害発生時における幼稚園・保

育所・認定こども園等の施設間と市との連絡・連携体制の構築に努める。 
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  ③ 指定緊急避難場所の確保等に関し、災害の種別に応じた指定及び避難の際には発生す

る災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すること等を追加（Ｐ４４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ④ 指定避難所の確保等として、要配慮者に適合した施設の指定について追加（Ｐ４５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 指定避難所の指定にあたっての市の努力目標について追加（Ｐ４５・４６） 

 

 

 

 

 

 

 

市は、災害の危険が切迫した緊急時において市民の安全を確保するため、地域の地形・地

質・施設の災害に対する安全性等を勘案し、必要があると認めるときは、異常な現象の種類

（地震、洪水、内水氾濫、崖崩れ・土石流・地滑り、大規模な火事）ごとの基準に適合し、

災害発生時に迅速に開設することが可能な管理体制等を有する施設又は場所を、あらかじめ

当該施設等の管理者の同意を得た上で、指定緊急避難場所として指定する。 

 その際は、観光地や昼夜の人口変動の大きさなどの地域特性や要配慮者の利用等について

も考慮するとともに、災害の想定等により必要に応じて、近隣の市町村の協力を得て、指定

緊急避難所を近隣市町村に設ける。 

 また、指定緊急避難場所については、災害の種別に応じて指定していること及び避難の際

には発生するおそれがある災害に適した指定緊急避難場所を避難先として選択すべきである

ことについて、日頃から市民等への周知徹底に努める。特に、指定緊急避難場所と指定避難

所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当該施設に避難することが不適当

である場合があることを日頃から市民等への周知徹底に努めるものとする。 

２ 主として要配慮者を滞在させることが想定されるものにあっては、上記に加えて次の基

準に適合する施設を指定する。 

 (1) 要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられていること。 

 (2) 災害が発生した場合において要配慮者が相談し、又は助言その他の支援を受けることが

できる体制が整備されること。 

 (3) 災害が発生した場合において主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な

限り確保されること。 

４ 市は、指定避難所の指定にあたっては、次の事項について努める。 

 (1) 指定避難所を指定する際にあわせて広域一時滞在の用にも供することについて定めるな

ど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施設等をあらかじめ決定してお

く。 

(2) 障害福祉施設や特別支援学校等の施設を活用し、一般の指定避難所では生活することが

困難な障がい者等の要配慮者が、指定避難所での生活において特別な配慮が受けられる

など、要配慮者の状態に応じて安心して生活できる体制を整備した福祉避難所を指定す

る。 
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  ⑥ 市民等に対する避難勧告等の内容周知、わかりやすい避難行動の伝達について追加

（Ｐ４６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆第７節 避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画（Ｐ４９） 

  ① 平常時からの要配慮者に対する実態把握について追加（Ｐ４９） 

  ② 要支援者名簿の複数媒体での保管を追加（Ｐ４９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3) 学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配慮

し、施設の利用方法等について、事前に当該学校、教育委員会等の関係部局や地域住民

等の関係者と調整を図る。 

(4) 市は、指定避難所となる施設において、あらかじめ、必要な機能を整理し、備蓄場所

の確保、通信設備の整備等を進める。 

(5) 市は、指定管理施設が指定避難所となっている場合には、指定管理者との間で事前に

避難所運営に関する役割分担等を定めるよう努めるものとする。 

１ 避難勧告等の具体的な発令基準の明確化・具体化策定及び住民への周知 

  市長は、適時・適切に避難指示（緊急）、避難勧告及び避難準備・高齢者等避難開始（以

下「避難勧告等」という。）を発令するため、あらかじめ避難勧告等の具体的な判断基準

（発令基準）を策定する。 

  また、住民等の迅速かつ円滑な避難を確保するため、避難勧告等の意味と内容の説明、避

難すべき区域や避難勧告等の判断基準（発令基準）について、日頃から住民等への周知に努

める。 

  そして、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業

務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、庁内をあげた体制

の構築に努める。 

市は、防災担当部局や福祉担当部局をはじめとする関係部局の連携の下、「避難行動要支援

者避難支援プラン（全体計画）」の策定、平常時より要配慮者に関する情報を把握し、避難支

援計画の策定や避難行動要支援者名簿の作成を行うとともに、定期的に更新をし、庁舎等の被

災等の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が生じないよう、電子媒体と紙媒体の

両方で保管する等、名簿情報の適切な管理に努める。 

また、消防、警察、自主防災組織等の防災関係機関及び平常時から要配慮者と接している社

会福祉協議会、民生委員、福祉事業者、障がい者団体等の福祉関係者と協力して、要配慮者に

関する情報の共有、避難行動支援に係る地域防災力の向上等、避難支援の体制整備を推進す

る。 
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  ③ 避難行動要支援者名簿の作成、更新及び災害時の本人同意の取扱いを追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ④ 外国人に対する対策について、在日外国人と訪日外国人に対する対応等について追加

（Ｐ５２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆第８節 情報収集・伝達体制整備計画（Ｐ５３） 

  平時における防災関係機関等の情報交換及び情報伝達体制の整備について、停電時の運用

及び運用手段の複数化等について追加 

  

 

 

 

 

 

 

 

市は、要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難

することが困難であり、円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に支援を要する者の範囲

について、要介護状態区分、障がい支援区分、家族の状況等を考慮した要件を設定した上で、

避難行動要支援者名簿を作成する。 

また、避難行動要支援者名簿の情報について、適宜最新の状態に保つよう努め、その情報

を市及び避難支援等関係者間で共有する。 

 なお、災害時には、本人同意がなくとも名簿情報を提供できることについて留意する。 

市は、言語・生活習慣・防災意識の異なる外国人を要配慮者として位置付け、災害発生時

に迅速かつ的確な行動がとれるよう、次のような条件・環境づくりに努めるとともに、在留

管理制度における手続等様々な機会をとらえて防災対策についての周知を図る。 

 また、被災地に生活基盤を持ち、避難生活や生活再建に関する情報を必要とする在日外国

人と、早期帰国等に向けた交通情報を必要とする訪日外国人は行動特性や情報ニーズが異な

ることを踏まえ、それぞれに応じた迅速かつ的確な情報伝達の環境整備や、円滑な避難誘導

体制の構築に努める。 

（1） 多言語による広報の充実 

（2） 指定緊急避難場所・道路標識等の災害に関する表示板の多言語化 

（3） 外国人を含めた防災訓練・防災教育の実施 

（4） 外国人観光客等に対する相談窓口等の設置 

２ 災害時において停電の発生も想定し、情報の迅速かつ正確な収集・伝達を行うため通信

手段の多重化・多様化に努める。特に、要配慮者にも配慮した多様な情報伝達手段の整備

に努める。 

３ 非常通信体制の整備等、災害時の重要通信の確保に関する対策の推進を図る。この場合、

非常通信協議会との連携にも十分配慮する。 

４ 情報通信手段の施設については、平常時から設備の機能を維持するための定期的な点検

を実施するとともに、非常通信の取扱い及び機器の使用方法の確認を行うなどして、運用

管理体制の整備を図る。 
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◆第１０節 消防計画（Ｐ５５） 

  消防の任務について、北海道地域防災計画の修正に伴い整合 

◆第１１節 水害予防計画（Ｐ５７） 

  本市内の重要水防区域について、北海道開発局札幌開発建設部の評定基準見直しにより、

国土交通省管理区間の該当箇所を６６箇所から９２箇所に変更 

◆第１４節 融雪災害予防計画（Ｐ６２） 

  水防上重要な施設の管理者が行うべき融雪出水対策において、不測の事態に備えた非常用

電源や燃料等の確保について規定 

◆第１５節 土砂災害予防計画（Ｐ６５） 

  ① 本節計画に記載する内容について明記（Ｐ６５） 

 

 

 

  ② 警戒区域等の指定があった場合に当該警戒区域ごとに定めるべき事項を規定(Ｐ６５) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画に、土砂災害警戒情報と連携した避難勧告等の発令基準、警戒区域等、避難勧告等

の発令対象区域、情報の収集及び伝達体制、指定避難所の解説・運営、避難行動要支援者への

支援、住民の防災意識の向上など土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事

項について記載する。 

２ 警戒区域等の指定があったときは、本計画において、当該警戒区域ごとに、次に掲げる

事項について定める。 

(1) 土砂災害に関する情報の収集及び伝達並びに予報又は警報の発令及び伝達に関する事

項 

(2) 避難施設その他の避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項 

 (3) 災害対策基本法第４８条第１項の防災訓練として市が行う土砂災害に係 

る避難訓練の実施に関する事項 

５ 無線通信システムの運用においては、混信等の対策に十分留意するため、関係機関との

間で運用方法について十分な調整を図る。また、通信の輻輳時及び途絶時を想定した他の

防災関係機関等との連携による通信訓練の参加に努める。 

６ 市は、災害時でも情報通信手段の維持・確保ができるよう、応急復旧対策のために必要

となった場合に提供する場所の選定に努める。 

  なお、その場合において、様々な災害に対応できるよう、複数箇所の選定に努める。 
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  ③ 市による避難勧告等の適時的確な発令基準の設定及び土砂災害警戒区域等を避難勧告

等の発令単位として事前に設定することを規定（Ｐ６５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ④ 土砂災害警戒情報の発表形態について追記 

 

 

 

 

  ⑤ 避難勧告等の発令の判断基準及びその対象基準について明確化（Ｐ６７・６８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 本計画に基づき、土砂災害に関する情報の伝達方法、急傾斜地の崩壊等の恐れがある

場合における避難施設その他避難地場所及び避難路その他避難経路に関する事項その

他土砂災害警戒区域等における円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を市民に周

知させるため、これらの事項を記載した印刷物の配布その他の必要な措置を講じる。 

５ 土砂災害警戒情報が発表された場合に直ちに避難勧告等を発令することを基本とし

た具体的な避難勧告等の発令基準を設定するとともに、土砂災害警戒区域等を避難勧

告等の発令単位として事前に設定する。また、避難勧告等は、土砂災害警戒区域等と

北海道が提供する土砂災害警戒情報システムの判定メッシュ情報において危険度が高

まっている領域が重なった区域等を基本に発令する。 

土砂災害警戒情報は、大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害発生の危険

性がさらに高まったときに、市長が防災活動・避難勧告等の判断や、市民の自主避難の判

断の参考となるよう、北海道と気象台が共同で作成し、市町村等ごとに発表される。 

１ 避難勧告等の発令の判断基準 

  避難勧告等は、以下の基準を参考に、今後の気象予測や土砂災害危険箇所の巡視等から

の情報を含めて総合的に判断して発令する。 

なお、各判断基準のいずれか一つに該当した場合には発令するものとする。 

(4) 警戒区域内に、社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要す

る者が利用する施設であって、急傾斜地の崩壊等が発生する恐れがある場合における当

該施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められるも

のがある場合にあっては、これらの施設の名称及び所在地 

 (5) 救助に関する事項 

(6) 前各号に掲げるもののほか、警戒区域における土砂災害を防止するために必要な警

戒避難体制に関する事項 
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図表 避難勧告等の発令の判断基準 

区分 発令判断基準 対象区域 

避
難
準
備
・
高
齢
者 

等
避
難
開
始 

①大雨警報（土砂災害）が発表され、か

つ、土砂災害警戒判定メッシュ情報で「実

況または予想で大雨警報の土壌雨量指数基

準に到達」し、さらに1時間雨量が20mmを超

え、以後も同等以上の雨が降り続けると予

測される場合。 

①北海道土砂災害警戒システムの判定

メッシュ情報（以下「メッシュ情報」と

いう。）で大雨警報（土砂災害）の発表

基準を超過した区域（赤又は橙）  

避
難
勧
告 

①土砂災害警戒情報が発表された場合 

②大雨警報（土砂災害）が発表され、か

つ、土砂災害警戒判定メッシュ情報で「予

想で土砂災害警戒情報の基準に到達」し、

さらに降雨が継続する見込みである場合 

①②メッシュ情報で土砂災害警戒情報

の発表基準を超過した区域及びその周

辺の大雨警報（土砂災害）の発表基準を

超過した区域（赤及びその周辺の橙）  

③大雨警報（土砂災害）が発表されている

状況で、記録的短時間大雨情報が発表され

た場合 

③記録的短時間大雨情報が発表された

地域（発表文で確認。例：○○町北部付

近）及びその周辺の地域のうち、メッシ

ュ情報で土砂災害警戒情報の発表基準

を超過した区域（赤及びその周辺の橙） 

④土砂災害の前兆現象（斜面崩壊･斜面のは

らみ・擁壁や道路、宅地の亀裂）が確認さ

れた場合 

④当該前兆現象が発見された箇所及び

その周辺の区域 （土砂災害危険箇所以

外の区域で発見された場合を含む。） 

避
難
指
示(

緊
急) 

①土砂災害警戒情報が発表されており、さ

らに記録的短時間大雨情報が発表された場

合 

②避難勧告発令後、継続して雨が降り続い

ており、さらに記録的短時間大雨情報が発

表された場合 

①②メッシュ情報で土砂災害警戒情報

の発表基準を超過した区域（赤）のうち

記録的短時間大雨情報が発表された地

域（発表文で確認。例：○○町北部付近）

及びその周辺の地域  

③土砂災害警戒情報が発表され、かつ、土

砂災害警戒判定メッシュ情報で「実況で土

砂災害警戒情報の基準に到達」した場合 

③メッシュ情報で土砂災害警戒情報の

発表基準を超過した区域（赤） 

④土砂災害が発生した場合 ④当該前兆現象が発見された箇所及び

その周辺の区域 （土砂災害危険箇所以

外の区域で発見された場合を含む。） 

解 

除 

①土砂災害警戒情報が解除された場合 

②現地パトロールや情報収集を行うなど、

現地の状況を踏まえ安全が確認された場合 

避難勧告等発令区域 
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◆第１６節 積雪・寒冷対策計画（Ｐ６９） 

  冬季の特性に応じた避難所対策及び避難の長期化に伴う配慮事項について追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆第１８節 業務継続計画の策定（Ｐ７２） 

  最近の災害対応の教訓を踏まえた運用の改善として、地震災害以外の災害時における業務

継続計画（ＢＣＰ）の策定を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 避難所対策 

市は、避難所における暖房等の需要の増大が予想されるため、電源を要しない暖房器具、

燃料のほか、積雪期を想定した資機材（毛布、スノーダンプ、スコップ、救出用スノーボ

ード等）の備蓄と協定による確保に努めるとともに、電力供給が遮断された場合における

暖房設備の電源確保のため、非常電源等のバックアップ設備等の整備に努める。 

  また、被災地以外の地域にあるものを含め、ホテル等の借り上げ等、多様な避難所の確

保に努める。 

  なお、冬季における屋外トイレは、寒さなどにより利用環境が悪化するとともに、水道

凍結も予想されることから、冬期間でも使用可能なトイレの調達方法を検討し、民間事業

者との協定の締結などにより、必要な台数の確保に努める。 

３ 指定避難所の運営 

  市は、避難の長期化等必要に応じてプライバシーの確保、男女のニーズの違い等男女双

方の視点等に配慮する。 

４ 住宅対策 

  市及び道は、応急仮設住宅の迅速な提供に努めるとともに、その仕様については、積雪

寒冷地に対応したものとし、引き続き検証、検討を進め、改善に努める。 

第１ 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

  市は、災害応急活動及びそれ以外の行政サービスについて、継続すべき重要なものは一

定のレベルを確保するとともに、すべての業務が早期に再開できるよう、災害時において

も市の各部局の機能を維持し、被害の影響を最小限にとどめ、非常時に優先度の高い業務

の維持・継続に必要な措置を講じるための業務継続計画の策定及び策定した計画の継続的

改善に努める。 

  特に、業務継続計画の策定に当たっては、少なくとも市長不在時の明確な代行順位及び

職員の参集体制、本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定、電気・水・食料等

の確保、災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保、重要な行政データのバックア

ップ並びに非常時優先業務の整理について定めておく。 
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◆第１節 災害情報収集・伝達計画（Ｐ７３） 

  市が行う災害時の情報収集において、石狩振興局長に報告する際には災害発生場所の地図

等、場所が特定できる資料を添付することを追加 

◆第２節 災害通信計画（Ｐ７８） 

  ① 災害時において、通信設備等が使用できない場合の通信連絡手段のうち、災害時優先

電話のうち、「非常扱い・緊急扱い電話」の廃止に伴い、これらによる通信の要領につい

て削除 

  ② 通信途絶時における措置として、移動通信機器の貸出を受ける場合の、北海道総合通

信局に要請すべき事項について追加 

◆第３節 災害広報・情報提供計画（Ｐ８４） 

  ① 災害広報及び情報等の提供の方法について明確化（Ｐ８４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 市の市民に対する広報等の考え方を追加（Ｐ８４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 応急災害対策計画 

第 1 災害広報及び情報等の提供の方法 

  市は、災害時において、被災地住民をはじめとする市民に対して、正確かつ分かりやす

い情報を迅速に提供することにより、流言等による社会的混乱の防止を図り、被災地の住

民等の適切な判断による行動を支援する。 

  また、市は、被災者の安否について住民等から照会があったときは、被災者等の権利利

益を不当に侵害することのないよう配慮しつつ、消防、救助等人命に関わるような災害発

生直後の緊急性の高い応急措置に支障を及ぼさない範囲で、可能な限り安否情報を回答す

るよう努める。 

１ 市民に対する広報等の考え方 

(1) 市及び防災関係機関等は、報道機関（コミュニティＦＭを含む。）への情報提供をはじ

め、緊急速報メール、登録制メール、ＩＰ告知システム、広報車両、インターネット、

ＳＮＳ（Twitter 等）、臨時災害放送局、掲示板、印刷物など、あらゆる広報媒体を組み

合わせ、迅速かつ適切な広報を行い、誤報等による混乱の防止に万全を期する。 

(2) 市及び防災関係機関等は、報道機関からの災害報道のための取材活動に対し、資料の

提供等について協力する。 

 (3) (1)の実施にあたっては、要配慮者への伝達に十分配慮する。 
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◆第４節 避難対策計画（Ｐ８８） 

  ① 市民の迅速・円滑な避難を実現し、高齢者等の避難行動要支援者の避難支援対策を充

実・強化するための方策について追加（Ｐ８８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 「屋内での待避等の安全確保」という用語を、「近隣の安全な場所への退避や屋内安

全確保」に修正（Ｐ８８・８９） 

  ③ 避難の勧告、避難指示（緊急）又は避難準備・高齢者等避難開始の周知に関し、避難

勧告等の避難情報を迅速かつ確実に住民に伝達するために市が留意すべき事項について修

正（Ｐ９０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) (1)のほか、市は、北海道防災情報システムのメールサービスや災害情報共有システム（Ｌ

アラート）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を活用するとともに、ポータルサイ

ト・サーバー運営業者へ協力を求めること等により、効果的な情報提供を実施する。また、

災害現場における住民懇談会等によって、一般住民及び被災者の意見、要望、相談等を広聴

し、災害対策に反映させる。 

市は、市民の迅速かつ円滑な避難を実現するとともに、高齢化の進展等を踏まえ高齢者等

の避難行動要支援者の避難支援対策を充実・強化する必要がある。このため、避難勧告及び

避難指示（緊急）のほか、一般住民に対して避難準備及び自主的な避難を呼びかけるととも

に、避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要する者に対して、その避難行動支援対策

と対応しつつ、早めの段階で避難行動を開始することを求める避難準備・高齢者等避難開始

を伝達発令する。 

 なお、避難勧告等を発令するにあたり、対象地域の適切な設定等に留意するとともに、避

難勧告、避難指示（緊急）を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやすい

時間帯における避難準備・高齢者等避難開始の発令に努める。 

第３ 避難の勧告、避難指示（緊急）又は避難準備・高齢者等避難開始の周知 

 市長は、避難勧告等の避難情報を迅速かつ確実に住民に伝達するため、避難準備・高齢者

等避難開始の提供、避難のための立退きの勧告・指示、又は近隣の安全な場所への待避や屋

内安全確保の指示に当たっては、消防機関等関係機関の協力を得つつ、次の事項について、

生命や身体に危険が及ぶおそれがあることを認識できるように避難勧告等の伝達文の内容を

工夫することや、その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき避難行動について、

市民にとって具体的でわかりやすい内容とするよう配慮し、北海道防災情報システム、Ｌア

ラート（災害情報共有システム）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭ放送含む。）、携帯電話

（緊急速報メール機能含む。）、放送設備、サイレン、広報車両、電話等のあらゆる伝達手段

の複合的な活用を図り、対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努め、住民の迅速かつ円

滑な避難を図る。 
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  ④ 警戒レベルに応ずる防災情報の提供（Ｐ９２） 

防災情報の意味が直感的に理解でき、それぞれの状況に応じて避難できるよう、災害発

生の危険度と住民が取るべき行動を示した 5 段階の「警戒レベル」を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑤ 避難誘導にあたり、市民等が適切な避難行動をとるために市が着意すべき事項につい

て追加（Ｐ９２） 

 

 

 

 

 

 

 

４ 警戒レベルに応ずる防災情報の提供 

警戒レベル 住民がとるべき行動 
住民に行動を促す情報 

避難情報等 

警戒レベル５ 
既に災害が発生している状況であり、命を守る

ための最善の行動をとる。 
災害発生情報※１ 

警戒レベル４ 

・指定緊急避難場所等への立退き避難を基本と

する避難行動をとる。 

・災害が発生するおそれが極めて高い状況等に

なっており、緊急に避難する。 

・避難勧告 

・避難指示（緊急）※２ 

警戒レベル３ 

高齢者等は立退き避難する。 

その他の者は立退き避難の準備をし、自発的に

避難する。 

避難準備・高齢者等避

難開始 

警戒レベル２ 避難に備え自らの避難行動を確認する。 
洪水注意報 

大雨注意報 

警戒レベル１ 災害への心構えを高める。 

警報級の可能性 

※令和元年出水期から

「早期注意情報」と名

称変更 

     ※１ 可能な範囲で発令 

      ※２ 緊急的又は重ねて避難を促す場合に発令 

 市は、災害の状況に応じて避難勧告等を発令したうえで、避難時の周囲の状況等によ  

り、近隣のより安全な建物への「緊急的な待避」や、「屋内安全確保」といった適切な避難

行動を市民がとれるように努める。特に、台風による大雨発生など事前に予測が可能な場合

においては、大雨発生が予測されてから災害のおそれがなくなるまで、住民に 

対して分かりやすく適切に状況を伝達することに努める。 
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 ⑥ 安否確認以降における避難行動要支援者への対応において、市が措置すべき事項を追加

（Ｐ９３） 

 

 

 

 

  ⑦ 被災者の生活環境の整備について追加（Ｐ９４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑧ 指定緊急避難場所及び指定避難所の開設について追加（Ｐ９４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市は、地域の実情や特性を踏まえつつ、あらかじめ定めた全体計画等に基づき、避難行動

要支援者及びその名簿情報が避難支援関係者等から避難場所等の責任者に引き継がれるよう

措置する。 

第７ 被災者の生活環境の整備 

 災害応急対策実施責任者、公共的団体、防災上重要な施設の管理者は、速やかな指定避難

所の供与及び指定避難所における安全性や良好な居住性の確保に必要な措置を講ずるよう努

める。 

 また、指定避難所に滞在する被災者、やむを得ない理由により避難所に滞在することがで

きない被災者のいずれに対しても、必要となる生活関連物資の配布、保健医療サービスの提

供など、被災者の生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう努める。 

２ 指定緊急避難場所の開設 

  市は、災害が発生し、又は、災害が発生する恐れがあるときは、必要に応じ、避難準

備・高齢者等避難開始の発令等とあわせて指定緊急避難場所を開設し、住民等に対し周知

徹底を図る。 

３ 指定避難所の開設 

 (1) 市は、災害が発生し、又は、災害が発生する恐れがあるときは、必要に応じ、指定避

難所を開設するとともに、住民等に対し周知徹底を図る。 

   なお、開設にあたっては、施設の被害の有無を確認するとともに、施設の構造や立地

場所などの安全性の確保に努める。 

   また、要配慮者のため、福祉避難所を開設する。必要に応じ、あらかじめ指定した施

設以外の施設についても、災害に対する安全性を確認の上、管理者の同意を得て避難所

として開設する。 

 (2) 市は、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦などの要配慮者に配慮して、被災地以外の

地域にあるものを含め、旅館・ホテル等を避難所として借り上げる等、多様な避難所の

確保に努める。 

 (3) 市は、避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や道路の途絶に

よる孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に避難所を設置・維持することの適否を

検討する。 
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  ⑨ 指定避難所の運営について、所要の事項を追加（Ｐ９５・９６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 市は、著しく異常かつ激甚な非常災害により避難所が著しく不足し、特に必要と認め

られるものとして当該災害が政令で指定されたときは、避難所の設置についてスプリン

クラー等の消防用設備等の設置義務に関する消防法第 17 条の規定の適用除外措置がある

ことに留意する。 

(5) 市は、マニュアルの作成、訓練等を通じて、避難所の運営管理のために必要な知識

等の普及に努める。この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所

運営に関与できるように配慮するよう努める。 

なお、実情に合わせて、応援職員やボランティア、地域防災マスター等による避難

所運営業務の分担等、自主運営のための各種支援を行うこととし、関係団体等との連

携・協力に努める。 

 (6) 市は、避難所における食事や物資の配布など生活上の情報提供について、障がい特

性に応じた情報伝達手段を用いて、情報伝達がなされるよう努める。 

 (7) 市は、指定避難所ごとに受け入れている避難者に係る情報及び指定避難所で生活せ

ず食事のみ受取りに来ている被災者、車中泊の被災者等に係る情報を早期に把握する

とともに、やむを得ず指定避難所に滞在することができない被災者等に係る情報の把

握に努める。 

(8) 市は、指定避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう実態

とニーズ把握に努める。そのため、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努

め、必要な対策を講じる。その際、指定避難所の良好な生活環境の継続的な確保のた

めに、道や医療・保険関係者等と連携して、段ボールベッドの早期導入や、衛生面に

おいて優れたコンテナ型のトイレの配備等の支援を行うとともに、専門家等との定期

的な情報交換に努める。 

(9) 市は、避難所における家庭動物のためのスペースの確保に努める。 

なお、家庭動物のためのスペースは、特に冬期を想定し、屋内に確保することが望ま

しい。 

  (12) 市は、災害の規模、被災者の避難及び受入状況、避難の長期化等にかんがみ、必要

に応じて旅館やホテル等への移動を避難者に促す。 

    特に、要配慮者等へは、「災害発生時等における宿泊施設の活用に関する協定」を

活用するなど良好な生活環境の構築に努める。  
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  ⑩ 広域一時滞在避難者への対応について追加（Ｐ９７） 

 

 

 

 

◆第５節 応急措置実施計画（Ｐ９８） 

  ① 災害において市長が実施する応急措置のうち、被災によりそれらの事務を行うことが

できなくなった場合に知事（石狩振興局長）が代行する事務について明記 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆第７節 広域応援・受援計画（Ｐ１０６） 

  ① 市町村間の応援・受援活動のうち、基本法による応援について規定(Ｐ１０６) 

 

 

 

 

(13) 市は、車中泊による避難を受け入れる場合は、トイレの確保や医療・保健関係者等

と連携して、エコノミークラス症候群や一酸化炭素中毒等への予防対処策の周知、冬

期間の寒さ対策など健康への配慮を行う。 

    また、安全対策や避難所施設の利用ルール、各種情報や食事等支援物資の提供方法

などについてあらかじめ規定し、円滑な避難所運営ができる体制の構築に努める。 

  (14) 市は、避難所における食事については、食物アレルギー等に配慮し、避難生活が長

期化した場合には、メニューの多様化や栄養バランス等を考慮して、適温食を提供で

きるよう、管理栄養士等の協力を得ながら、ボランティア等による炊き出しや地元事

業者からの食料等の調達の他、給食センターを活用するなど、体制の構築に努める。 

２ 広域一時滞在避難者への対応 

  市は、広域一時滞在により居住地以外の市町村に避難した被災住民に必要な情報や 

物資等を確実に送り届けられるよう、被災住民の所在地等の情報を共有するなど、避 

難先の市町村との連携に配慮する。 

知事（石狩振興局長）は、災害が発生した場合、当該災害により市が実施する次に掲げ

る事項に関する事務の全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、市長の

実施する応急措置の全部又は一部を、市長に代わって実施する。 

(1) 緊急区域の設定（基本法第 63 条第 1 項） 

 (2) 応急公用負担の実施（基本法第 64 条第 1 項） 

 (3) 災害現場の工作物及び物件の除去並びに保管等の実施（基本法第 64 条第 2 項） 

 (4) 応急措置を実施するため、当該区域内住民及び現場にある者の従事命令の実施(基本法

第 65 条第 1 項) 

（2） 基本法による応援 

ア 市長は、災害応急対策を実施するに当たり必要があると認めるときは、他の市町村

長に対し、応援を求めることができる。また、市長は応急措置を実施するための応援

を求められた場合、正当な理由がない限り、応援を拒んではならない。 
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  ② 北海道の応援受援活動のうち、応援協定による応援要請の要領を一部修正(Ｐ１０６) 

③ 被災市町村応援職員確保システムによる応援の要請及び基本法による応援要求ににつ

いて追加(Ｐ１０７) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆第９節 救助救出計画（Ｐ１１２） 

  北海道の実施責任について追加 

◆第１０節 医療救護計画（Ｐ１１４） 

  医療救護計画の基本方針について、北海道地域防災計画の修正に基づき整合 

◆第１３節 交通応急対策計画（Ｐ１２３） 

  ① 規定除外車両の対象について変更 

 

 

 

 

 

 

イ 市長は、災害応急対策を実施するにあたり必要があると認めるときは、知事（石狩

振興局長）に対し、応援を求め、又は災害応急対策の実施を要請することができる。 

ウ 市長は、知事が、災害発生都府県知事又は内閣総理大臣から、他の都府県の災害発

生市町村長の応援を求められたことに伴い、知事から当該災害発生市町村長の応援に

ついて求められた場合、必要と認める事項について応援協力に努める。 

(2) 被災市町村応援職員確保システムによる応援の要請 

    北海道において大規模災害が発生し、道及び道内の市町村による応援職員の派遣だ

けでは被災市町村において完結して災害対応業務を実施することが困難である場合又

は困難であると見込まれる場合には、道は、被災市町村応援職員確保システムに関す

る要綱に基づき、道外の地方公共団体に対して当該被災市町村への応援職員の派遣に

ついて協力を依頼する。 

  (3) 基本法による応援要求 

    知事（石狩振興局長）は、市町村の行う災害応急対策の的確かつ円滑な実施を確保

す 

るため、特に必要があると認めるときは、市長に対し、災害応急対策の実施を求め、

又 

は他の市町村長を応援することを求めることができる。 

北海道公安委員会は、民間事業者等による社会経済活動のうち大規模災害発生時に優先

すべきものに使用される車両であって、公安委員会の意思決定により規制対象除外車両と

して通行を認める。 
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  ② 緊急輸送のための交通規制に関し、規制除外車両に係る確認手続及び事前届け出制度

の規定を修正（Ｐ１２３・１２４） 

  ③ 放置車両対策について新たに追加（Ｐ１２７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆第１５節 食料供給計画（Ｐ１３２） 

  ① 北海道農政事務所の実施責任について変更（Ｐ１３２） 

  ② 食料の調達のうち、市が知事に対して行う政府所有米穀の緊急引き渡しの要請を規定 

（Ｐ１３２） 

  ③ 市長から要請があったとき又は緊急を要し市長からの要求を待ついとまがない場合に

道（知事）が実施すべき食料の調達要領について修正（Ｐ１３２） 

  ④ 食糧調達に係る北海道農政事務所の実施する事務事項について修正（Ｐ１３３） 

◆第１７節 衣料、生活必需物資供給計画（Ｐ１３７） 

  ① 市が実施すべき要配慮者に配慮した物資の備蓄について追加（Ｐ１３７） 

 

 

 

 

 

  ② 物資供給に係る北海道の責任を明記（Ｐ１３７） 

 

 

 

 

 

４ 放置車両対策 

 (1) 北海道公安委員会は、緊急通行車両以外の車両の通行禁止等を行うため必要があると

きは、道路管理者に対し、緊急通行車両の通行を確保するための区間の指定、放置車両

や立ち往生車両等の移動等について要請する。 

 (2) 道路管理者は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合には、緊急通行車両の通行

を確保するため緊急の必要があるときは、運転者等に対し車両の移動等の命令を行うも

のとする。運転者がいない場合等においては、道路管理者は、自ら車両の移動等を行

う。 

 (3) 道は、道路管理者である指定都市以外の市町村に対し、必要に応じて、ネットワーク

として緊急通行車両の通行ルートを確保するために、広域的な見地から指示を行う。 

  (2) 要配慮者に配慮した物資の備蓄 

    社会福祉施設に対し、要配慮者に配慮した物資の備蓄を促進するよう啓発を行う。 

   ア 生活物資は、必需品を中心に品目を選定する。 

   イ 被災施設への応援、地域での支援活動を考慮して確保する。 

２ 北海道 

  知事は、災害時における災害救助用物資について、市長の要請に基づき斡旋及び調達を

行う。 
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◆第１８節 石油類燃料供給計画（Ｐ１４０） 

  ① 災害時における石油類燃料の供給に係る北海道の責任について明記（Ｐ１４０） 

 

 

 

 

 

  ② 石油類燃料の確保に関し、道が実施すべき事項を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆第１９節 電力施設災害応急計画（Ｐ１４２） 

  応急対策において、北海道電力株式会社が実施すべき情報収集・提供、広報及び応急工事

について修正（Ｐ１４２・１４３） 

◆第２０ ガス施設災害応急計画（Ｐ１４３） 

  ① ガス事業者が実施すべき非常災害の事前対策のうち、製造設備、供給施設に係る防災

施策を修正（Ｐ１４３） 

  ② ガス事業者が実施する災害時の広報を規定（Ｐ１４４） 

  なお、市における物資が不足し災害応急対策を的確に行うことが困難であると認められ

るなど、その事態に照らし緊急を要し、市からの要求を待ついとまがないと認められると

きは、要求を待たず物資を確保し輸送する。 

  また、災害時に備え、生活必需品を取り扱う業者等と迅速に調達できるよう事前に連絡

調整を行う。 

  市長に物資を配分速達するときは、無償・有償の区分を明確化するとともに、配分計画

表を作成し、この計画表に基づいて給与又は貸与するよう指導する。 

２ 北海道 

  知事は、災害時における石油類燃料について、災害時に優先的に燃料供給が行われるべき

重要な施設として道が指定する施設及び市の要請に基づき、北海道石油業協同組合連合会に

対し、重要施設への円滑な供給が行われるよう要請を行う。 

２ 知事は、石油類燃料の確保を図るため、卸売組合、協同組合、主要業者に対し、物資確

保のための協力要請又は斡旋依頼を行うとともに、北海道石油業協同組合連合会との協定

に基づき、石油類燃料の安定供給体制の確立を図る。 

  また、道は、災害時情報収集システムを利用し、効率的に中核ＳＳ、住民拠点ＳＳ及び

北海道地域サポートＳＳの営業状況等を把握し、市や緊急車両を有する関係機関に情報提

供するとともに、燃料の供給不足に伴う混乱を防止するため、道民に対し、節度ある給油

マナーと燃料の節約について呼びかけを行う。 
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  ③ ガス事業者による災害時の重要施設への臨時供給について規定（Ｐ１４４） 

◆第２４節 住宅対策計画（Ｐ１５２） 

  ① 応急仮設住宅の規模、構造、存続期間及び費用について修正（Ｐ１５３） 

  ② 災害公営住宅の整備に係る入居者資格について修正（Ｐ１５４） 

◆第２７節 行方不明者の捜索及び遺体の収容処理埋葬計画（Ｐ１６１） 

  ① 市が行う広域火葬の調整等について追加（Ｐ１６２） 

 

 

 

 

 

  ②平常時の規制の適用除外措置に係る特例措置等について修正（Ｐ１６２） 

◆第２８節 家庭動物等対策計画（Ｐ１６３） 

  災害時における家庭動物の取扱いについて、飼い主による同行避難の項を追加(Ｐ１６３) 

 

 

 

◆第３０節 廃棄物処理等計画（Ｐ１６５） 

  災害廃棄物の定義について、一部修正（Ｐ１６５） 

◆第３１節 ボランティアとの連携計画（Ｐ１６７） 

  ① ボランティアの活動に係る根拠について追加（Ｐ１６７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 広域火葬の調整等 

  市は、大規模災害等により、平常時に使用している火葬場の能力だけでは当該遺体の火葬

を行うことが不可能になった場合、又は火葬場が被災して稼働できなくなった場合は、道に

広域火葬の応援を要請する。 

３ 同行避難 

  災害発生時には、条例第６条第１項第４号の規定に基づき、動物の飼い主は自らの責任に

より、同行避難（飼養している動物を伴い、安全な場所まで避難すること）を行う。 

また、北海道災害ボランティアセンター及び被災地における災害ボランティアセンターの活

動等については、「北海道災害時応援・受援マニュアル」によることとし、被災地における災

害ボランティアセンターの設置・運営については、「市町村災害ボランティアセンター設置・

運営マニュアル」による。 
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  ② ボランティア活動に関する環境の整備について追加（Ｐ１６８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆第３５節 防災拠点計画（Ｐ１７５） 

  市の防災拠点機能を通じた災害対応による防災力の向上について、(仮称)北海道ボールパ

ークを地域防災拠点として活用していくことについて、計画を追加 

 

 

 

◆第７節 大規模停電災害対策計画（Ｐ２０９） 

  平成３０年北海道胆振東部地震における全道的なブラックアウトを受け、従前の「大規模

停電対策計画」から「大規模停電災害対策計画」に内容を拡充（Ｐ２０９～Ｐ２１４） 

 

 

 

章の序言を一部修正（Ｐ２１５） 

◆第２節 被災者援護計画（Ｐ２１８） 

  ① 効率的な罹災証明書の交付のため市が実施すべき事項を追加（Ｐ２１８） 

 

 

 

 

(3) 市は、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用につい

て検討する。 

第７章 事故災害対策計画 

第８章 災害復旧・被災者援護計画 

第３ ボランティア活動の環境整備 

市、道及び北広島市社会福祉協議会は、ボランティア活動の必要性や役割等についての共

通理解のもと、平常時から相互に連携し、関係機関・団体とのネットワークを構築するとと

もに、ボランティア活動に関する市民への受援・支援等の普及啓発を行う。 

市及び北広島市社会福祉協議会は、市災害ボランティアセンターの設置・運営に関する規

定等の整備やコーディネーター等の確保・育成に努め、道はこれらの取組が推進されるよう

市及び社会福祉協議会に働きかける。 

災害時においては、ボランティア活動が迅速かつ円滑に行われるよう、市と北広島市社会

福祉協議会等が連携し、災害ボランティアセンターの早期設置を進めるとともに、ボランテ

ィア活動の調整を行う体制や活動拠点の確保等に努める。 
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② 被災建築物に対する各種の調査に係る被災者への説明について追加（Ｐ２１８） 

 

 

 

 

 

  

(4) 市は、被災建築物の応急危険度判定調査、被災宅地危険度判定調査、住家被害認定

調査など、住宅に関する各種調査が個別の目的を有していることを踏まえ、それぞれ

の調査の必要性や実施時期の違い、民間の保険損害調査との違い等について、被災者

に明確に説明する。 
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◇地震災害対策編 

 

 

◆第５節 北広島市及びその周辺における地震の発生状況（Ｐ２） 

  被害状況について、平成 30 年胆振東部地震による本市における被害について付記 

◆第 6節 北広島市における地震の想定（Ｐ２） 

  ① 本市に大きな被害を及ぼす可能性が高い地震の想定を、「石狩低地東縁断層帯主

部」、「石狩川の河口付近を震源とする「石狩地震」」及び「全国どこでも起こりうる

直下の地震」としていたものを、平成 28 年の北海道の地震被害想定調査結果に基づ

き、「野幌丘陵断層帯」、「石狩低地東縁断層帯主部(北)」及び「全国どこでも起こり

うる直下の地震」に修正（Ｐ２） 

  ② 地震被害の予測において、本市に最も大きな被害をもたらす地震を「石狩低地東縁断

層帯主部」による地震(M7.9)から、冬の夕方に発生する「野幌丘陵断層帯」による地震

(M7.5)に変更するとともに、被害見積についても修正（Ｐ３・４） 

 

 

◆第 1節 市民の心構え（Ｐ５） 

① 家庭における措置のうち、平常時の心得として、「３日分の食料等の備蓄」とある

を、「最低３日間、推奨１週間」とするとともに、備蓄すべき物品に「ポータブルスト

ーブ」、「携帯電話充電器」を追加 

また、「保険・共済等の生活再建に向けた事前の備え」を追加（Ｐ５） 

  ② 職場における措置のうち、地震発生時の心得を一部修正（Ｐ６） 

◆第 2節 地震に強いまちづくり推進計画（Ｐ７） 

  ① 建築物の安全化に関し、耐震化対策、安全確保対策等について追加（Ｐ７） 

  ② 通信手段の強化について、通信手段の多様化、多重化に関する事項を追加（Ｐ８） 

  ③ ライフライン施設等の機能の確保について、「人命に関わる重要施設への供給ライン

の耐震化の推進」を追加（Ｐ８） 

  ④ 地震防災緊急事業五箇年計画の推進に関し、計画対象事業を新たに追加（Ｐ９） 

◆第 3節 地震に関する防災知識の普及・啓発（Ｐ９） 

  普及・啓発を図る時期について追加（Ｐ１１） 

第１章 総 則 

第２章 災害予防計画 
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◆第 9節 避難行動要支援者等の要配慮者に関する計画（Ｐ１２） 

  節の名称を「避難行動要支援者対策計画」から「避難行動要支援者等の要配慮者に関する

計画」に変更 

◆第 10節 火災予防計画（Ｐ１２） 

  消防力の整備に関し、消防団の活性化について追加（Ｐ１３） 

◆第 12節 建築物等災害予防計画（Ｐ１４） 

  被災建築物の安全対策に関し、石綿使用建築物等の把握等、市が実施すべき事項を追加 

（Ｐ１４） 

◆第 14節 液状化災害予防計画（Ｐ１６） 

  現況について、液状化をもたらした最近の地震事例を追加（Ｐ１６） 

 

 

 

 

◆第 2節 地震情報の伝達計画（Ｐ１９） 

  ① 緊急地震速報の伝達について一部修正（Ｐ１９・２０） 

  ② 「地震に関する情報」に関し、発表される内容について一部修正（Ｐ２１） 

  ③ 新たに「地震活動に関する解説資料等」として、地震速報以外に地震活動の状況等を

通知するための気象庁提供資料について追加（Ｐ２１・２２） 

◆第 3節 災害情報等の収集、伝達計画 

  ① 災害情報等の収集及び伝達体制の整備について、J-ALERT の緊急地震速報の市民への

伝達、人的被害の集約、調整の責任等について追加（Ｐ２５・２６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 災害応急対策計画 

１ 市及び道は迅速な緊急地震速報の伝達のため、その伝達体制及び通信施設、設備の

充実を図るよう努め、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）などで受信した緊急

地震速報を、防災行政無線等により市民への伝達に努める。 
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  ② 災害情報等の内容及び通報の時期に関し、市が行う道への通報について追加(Ｐ２６) 

 

 

 

 

 

 

 

◆第 22節 被災建築物安全対策計画（Ｐ３３） 

  石綿飛散防災対策として、石綿の飛散による二次被害の防止について新たに規定(Ｐ３３) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人的被害の数については、道が一元的に集約、調整を行う。その際、道は、関係感

が把握している人的被害の数について積極的に収集し、一方、関係機関は、道に連絡

を行う。 

  当該情報が得られた際は、道は、関係機関との連携のもと、人的被害の数につい

て、整理・突合・精査を行い、広報を行う際には、市と密接に連携しながら適切に行

う。 

４ 市及び道は、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正

確に分析・整理・要約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努める。 

１ 道への通報 

  市は、発災後の情報等について、次により道（危機対策課）に通報する。 

 (1) 災害の状況及び応急対策の概要・・・・・発災後速やかに 

 (2) 災害対策本部の設置・・・・・・・・・・災害対策本部等を設置した時直ちに 

 (3) 被害の概要及び応急復旧の見通し・・・・被害の全貌が判明するまで、又は応急

復旧が完了するまで随時 

 (4) 被害の確定報告・・・・・・・・・・・・被害状況が確定したとき 

２ 実施主体及び実施方法 

 (1) 市及び道 

市及び道は連携し、被災建築物等の石綿露出状況等の把握、建築物等の所有者等

に対する応急措置の指導・助言及び解体等工事に係る事業者への指導等を行う。 

(2) 建築物等の所有者等 

   建築物等の損壊や倒壊に伴う石綿の飛散・ばく露防止のための応急措置を行う。 

 (3) 解体等工事業者 

   石綿含有建材の使用の有無に関する事前調査を実施し、調査結果等を当該解体等

工事の場所に掲示するとともに、特定粉塵排出等作業に係る基準等に従い、解体等

工事を行う。 

(4) 廃棄物処理業者 

   関係法令に定める基準等に従い、廃石綿等及び石綿含有廃棄物の処理を行う。 



 

 

- 28 - 

 

 

◆章 序言（Ｐ３６） 

  災害復旧事業を実施するにあたり勘案すべき事項、災害廃棄物の処理等について追加 

  

第４章 災害復旧・被災者援護計画 
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■ 北広島市水防計画 

１ 計画の目的 

 北広島市水防計画は、水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 33 条第１項の規定に基づき、指

定水防管理団体の水防管理者である北広島市長が作成する計画であり、北広島市における水防

事務の調整及びその円滑な実施のために必要な事項を規定し、洪水に際し、水災を警戒し、防

御し、及びこれによる被害を軽減し、もって公共の安全を保持することを目的とする。 

２ 計画修正の根拠 

 水防法第 33 条の規定に基づく。また、修正については、次のとおり、水防計画（第 16 章 

第 1 節 指定水防管理団体の水防計画）において定めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の構成 

  水防計画本編と資料編から成る。 

４ 計画修正の概要（主な修正点） 

 

◆第２節 水防活動の利用に適合する警報及び予報等（Ｐ５） 

  ① 水防活動の利用に適合する警報及び注意報の種類及び内容のうち、図表「水防活動用

警報・注意報の種類」内の内容欄について修正（Ｐ６） 

２ 指定水防管理団体の水防計画 

  法第 33 条第１項の規定により、市長（指定水防管理団体の水防管理者）は、水

防計画を定め、毎年水防計画に検討を加え、必要があると認めるときはこれを変

更しなければならない。 

  法第 33 条第２項の規定により、市長（指定水防管理団体の水防管理者）は、水

防計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、防災会議に諮らなけ

ればならない。 

３ 水防計画の公表 

  法第 33 条第３項の規定により、市長（指定水防管理団体の水防管理者）は、水

防計画を定め、又は変更したときは、その要旨を公表するとともに、知事（石狩

振興局長）に届け出なければならない。 

第２章 警報及び予報等の伝達 
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  ② 注意報、警報、特別警報を補足する情報として気象庁が発表する「大雨警報(浸水害)

の危険度分布」、「洪水警報の危険度分布」及び「流域雨量指数の予測値」に関する概

要について追加（Ｐ７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 気象情報の種類について、平成 29 年度出水期から運用が開始されている「警報級の

可能性」に関する概要を追加（Ｐ８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大雨警報・洪水警報を補足する情報） 

 気象庁は、特別警報、警報、注意報を補足する情報として、大雨警報（浸水

害）の危険度分布、洪水警報の危険度分布及び流域雨量指数の予想値を発表す

る。これらの概要は次のとおりである。 

種  類 内  容 

大雨警報（浸水害）の 

危険度分布 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上

で 1km 四方の領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報（常時 10

分毎に更新） 

洪水警報の危険度分布 指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及

びその他河川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で

概ね 1km ごとに 5 段階に色分けして示す情報（常時 10 分毎に更

新） 

流域雨量指数の 

予測値 

水位周知河川及びその他河川の各河川を対象として、上流域での

降雨によって、下流の対象地点の洪水危険度がどれだけ高まって

いるかを示した情報。6 時間先までの雨量分布の予測（洪水短時間

予報等）を取り込んで、流域に降った雨が河川に集まり流れ下る量

を計算して指数化した「流域雨量指数」について、洪水警報等の基

準への到達状況に応じて危険度を色分けし時系列で表示した情報

（常時 10 分毎に更新） 

 

(1) 警報級の可能性 

５日先までの警報級の現象の可能性が［高］・［中］の２段階で発表される。

当日から翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位

で、２日先から５日先にかけては日単位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表

単位で発表される。 
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④「土砂災害警戒情報」の概要を新たに追加（Ｐ８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 「記録的短時間大雨情報」及び「竜巻注意情報」の内容を一部修正（Ｐ８） 

⑥ 大雨警報・洪水警報の危険度分布の種類として「土砂災害警戒判定メッシュ情報」、

「大雨警報(浸水害)の危険度分布」、「洪水警報の危険度分布」及び「流域雨量指数の

予測値」について概要を追加（Ｐ９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 土砂災害警戒情報 

「大雨警報(土砂災害)」発表中に、大雨による土砂災害発生の危険度が更に高ま

ったとき、市の避難勧告や住民の自主避難の判断を支援するため対象となる市町

村を特定して警戒を呼びかける情報で、北海道（振興局建設管理部）と気象庁

（札幌管区気象台）から共同で発表される情報。降雨から予測可能な土砂災害の

うち、避難勧告等の災害応急対応が必要な土石流や集中的に発生する急傾斜地崩

壊を対象（技術的に予測が困難である地すべり等は、土砂災害警戒情報の発表対

象外）。 

３ 大雨警報・洪水警報の危険度分布等 

大雨警報・洪水警報の危険度分布等の種類は、次のとおりである。 

(1)  土砂災害警戒判定メッシュ情報 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で５ｋｍ四方の

領域ごとに５段階に色分けして示す情報。２時間先までの雨量分布及び土壌雨

量指数の予測を用いて常時１０分ごとに更新しており、大雨警報（土砂災害）

や土砂災害警戒情報等が発表されたときに、どこで危険度が高まるかを面的に

確認することができる。 

(2) 大雨警報(浸水害)の危険度分布 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で１ｋｍ四

方の領域ごとに５段階に色分けして示す情報。１時間先までの表面雨量指数の

予測を用いて常時１０分ごとに更新しており、大雨警報（浸水害）等が発表さ

れたときに、どこで危険度が高まるかを面的に確認することができる。 

(3) 洪水警報の危険度分布 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他河

川）の洪水害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川流路を概ね１ｋｍ

ごとに５段階に色分けして示す情報。３時間先までの流域雨量指数の予測を用

いて常時１０分ごとに更新しており、洪水警報等が発表されたときに、どこで

危険度が高まるかを面的に確認することができる。 
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⑦ 水防活動の利用に適合する警報及び予報の伝達について、道から水防管理者（市長）

に対する通知の要領等について追加（Ｐ１０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆第３節 指定河川洪水予報（Ｐ１１） 

  指定河川の洪水予報における予報の種類、危険レベル、水位の名称について、発表基準を

新たに追加するとともに、市民に求める行動の内容を修正（Ｐ１１） 

◆第４節 水防警報（Ｐ１３） 

  ① 水防作業中の水防団員の身の安全の確保に関する事項を追加（Ｐ１３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 流域雨量指数の予測値 

水位周知河川及びその他河川の各河川を対象として、上流域での降雨によっ

て、下流の対象地点の洪水危険度がどれだけ高まるかを示した情報。６時間先

までの雨量分布の予測（降水短時間予報等）を取り込んで、流域に降った雨が

河川に集まり流れる量を計算して指数化した「流域雨量指数」について、洪水

警報等の基準への到達状況に応じて危険度を色分けし時系列で表示したもの

を、常時１０分ごとに更新している。 

４ 水防活動の利用に適合する警報及び予報の伝達 

  気象業務法第 15 条の規定により、道は、札幌管区気象台から法第 10 条第 1 項

及び気象業務法第 14 条の２の規定による気象、津波、高潮及び洪水等について水

防活動を必要とする予報及び警報の通知を受けたときは、水防管理者（市長）に

通知する。 

気象官署から発せられる気象予報及び警報等は、道から北海道防災情報システ

ムにより水防管理者（市長）へ通知される。 

１ 安全確保の原則 

水防警報は、洪水によって災害が発生するおそれがあるとき、水防を行う必要が

ある旨を警告するものであるが、危険を伴う水防活動にあたっては、従事する者の

安全の確保が図られるように配慮されたものでなければならない。 

そのため、水防警報の内容においても水防活動に従事する者の安全確保を念頭に

おいて通知するものとする。 
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  ② 洪水時の河川に関する水防警報の取り扱いについて追加（Ｐ１３） 

 

 

 

 

 

 

 

◆第１節 水位等の通報・公表（Ｐ１７） 

  ① 図表「河川水位と危険レベルとの関連図」中、市民に求める行動を、第２章 第３節 

２「洪水予報の種類、危険レベル、水位の名称等」の図表の修正に整合(Ｐ１８) 

  ② 水位の通報に関し、観測所水位が水防団待機水位（通報水位）を超える場合にその水

位が掲載される国土交通省及び気象庁のホームページのアドレスについて追加(Ｐ１８) 

  ③ 水位計欠測等により水位の通報及び公表ができない場合の対応について追加(Ｐ１９) 

◆第２節 水防管理者等の情報収集（Ｐ２０） 

  ① 気象警報及び予報、雨量・水位情報等の収集に関し、国土交通省及び気象庁等から市

町村向け及び一般向けに提供される情報について、提供される情報の内容について図表

内に追加 

 

 

◆第２節 大規模氾濫減災協議会（Ｐ２８） 

  想定最大規模降雨により河川が氾濫した場合の水災による被害の権限に資する協議を行う

ため、国土交通大臣が組織する「大規模氾濫減災協議会」及び北海道知事が組織する「北海

道大規模氾濫減災協議会」について追加（Ｐ２８） 

  

２ 洪水時の河川に関する水防警報 

道（知事）は、国土交通大臣が指定した河川について、水防警報の通知を受け

たとき、又は知事が指定した河川について水防警報をしたときは、市（水防管理

者）に通知する。 

第３章 雨量・水位等の通報・公表 

第７章 水防組織 
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◆第４節 緊急通行（Ｐ３２） 

  水防団長、水防団員、消防機関に属する者及び水防管理者から委任を受けた者が、水防上

緊急の必要がある場合に通行することのできる空地・水面の規定について追加（Ｐ３２） 

 

 

 

第８章 水防活動 

法第 19 条の規定により、水防団長、水防団員及び消防機関に属する者並びに市長

（水防管理者）から委任を受けた者は、水防上緊急の必要がある場所に赴くときは、

一般交通の用に供しない通路又は公共の用の供しない空地及び水面を通行することが

できる。また、水防管理団体は、法第 19 条第 2 項の規定により、損失を受けた者に

対し、時価によりその損失を補償しなければならない。 


